
Ⅳ．子ども・子育て支援事業（仮称）
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地域子育て支援事業（仮称）

○ すべての子ども・子育て家庭を対象としたこれらの事業の実施が必要。特に、地域子育
て支援拠点事業については、実施主体である市町村と当該事業者が連携し、個々の子育て家
庭に身近な立場から、その実情に応じた、利用者支援の役割を果たすものとする。

○ 一時預かりは、保護者の働き方に関わらず、日常生活を営む上での利用や、社会参加を
行うための利用など、普遍的に子ども・子育て家庭に必要であり、すべての子ども・子育て
家庭が身近に利用できる事業とする。

○ 以下の事業を地域子育て支援事業（仮称）として、市町村が地域のニーズ調査等に基づ
き実施する旨を法定。

・地域子育て支援拠点事業 ・一時預かり ・乳児家庭全戸訪問事業
・養育支援訪問事業 ・ファミリー･サポート･センター事業

など（対象事業の範囲は法定）

○ 乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業は、都道府県等が実施する社会的養護、障害
児支援と連携して実施。
※ 市町村新システム事業計画（仮称）において、都道府県との連携や市町村が行う障害児の発達支援
に着目した専門的な支援事業との連携方策を位置づけることを検討。

○ 事業ごとに、質の確保を図る観点から、国は一律の基準を設定。

※市町村新システム事業計画（仮称）で需要の見込み、見込量の確保策を記載し、提供体制を計画的
に確保。
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子ども・子育て支援事業（仮称）は、子ども・子育て家庭等を対象とする事業として、市
町村が地域の実情に応じて実施する以下の事業とする。



延長保育事業、病児・病後児保育事業

○ 保護者の残業、子どもの病気など、保育の利用にかかわる突発的な事情変化にきめ細か
く対応できるよう、延長保育事業、病児・病後児保育事業を市町村の事業として位置づけ
る。
・延長保育事業：認定された保育の必要量を超えて保育を提供する事業
・病児・病後児保育事業：病気の際に就労等で保護者による自宅での保育が困難な場合に、病児等の特
性を踏まえた保育を提供する事業

○ 延長保育事業、病児･病後児保育事業については、市町村が地域のニーズ調査等に基づき
実施する旨を法定
※市町村新システム事業計画（仮称）で需要の見込み、見込量の確保策を記載し、提供体制を計画的に
確保。

○ それぞれの事業について、質の確保を図る観点から、国は一律の基準を設定。
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放課後児童クラブ

○ 小学校４年生以上も対象となることを明記し、４年生以上のニーズも踏まえた基盤整備
を行う。

○ 放課後児童クラブについては、市町村が地域のニーズ調査等に基づき実施する旨を法定。
※市町村新システム事業計画（仮称）で需要の見込み、見込量の確保策を記載し、提供体制を計画的に
確保。

○ 質を確保する観点から、人員配置、施設、開所日数・時間などについて、国は一律の基
準を設定。
※ 児童福祉法に位置づけることを検討

○ 利用手続は市町村が定める。ただし、確実な利用を確保するため、市町村は、利用状況
を随時把握し（事業者は市町村に状況報告）、利用についてのあっせん、調整を行うこと
を検討。
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妊婦健診

○ 妊婦健診については、市町村新システム事業計画（仮称）の記載事項に位置づけることと
し、市町村においてより確実な実施を図る。
※市町村新システム事業計画（仮称）に位置づけることを法定。

○ 国が「健診回数・実施時期」及び「検査項目」について基準を示す。
※ 母子保健法体系に位置づけることを検討。

※ 子ども・子育て支援事業（仮称）の事業に係る国が定める基準と地方自治体の裁量との関係については、
今後、更に検討。
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Ⅴ．社会的養護・障害児に対する支援
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（１）考え方
○ 新システムの給付・事業は、社会的養護施策の要保護児童、障害児等も含め、地域の子ども・子育て
家庭を対象。

→ 要保護児童、障害児等も含め、地域の子ども・子育てに係る需要の見込み及び見込量の確保策を市町
村新システム事業計画（仮称）に明記。（再掲）

○ 都道府県等は、現在実施している、社会的養護、障害等のニーズに対応する専門性が高い施策を引き
続き担い、市町村が行う新システムの給付・事業との連携を確保する。
※ 市町村（新システムの実施主体）と都道府県等（措置制度等の実施主体）との関係については、今後更に検討。

※ 都道府県等が行う児童相談所を中心とした体制、措置制度等は、市町村事業と密接に連携しつつ、
引き続き専門性・広域性を生かして都道府県が担うことが適当であり、現行制度を維持する。

※ 障害児に対する支援については、障害者全般についての改革推進に係る議論の状況等を踏まえ検討

することが必要。

（２）こども園（仮称）等での取組
① 市町村新システム事業計画（仮称）

市町村は、地域における学校教育・保育の需要の見込み（要保護児童、障害児等も含む）及び見込量
確保のための方策を市町村新システム事業計画（仮称）に明記。（再掲）
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新システムの給付・事業と、専門性の高い固有の施策があいまって、すべての子ども・子育て支援
施策を構成。



② 利用支援
特別な支援が必要な子どもなど、あっせん（市町村による利用可能な施設との契約の補助）による利
用が必要と判断される場合には、市町村が、関係機関とも連携して利用調整を行い、保育の必要性の認
定等と合わせて、利用可能な施設・事業者をあっせんする。（再掲）

【注】当面、保育需要が供給を上回っている場合も、特別な支援が必要な子どもなど、まず優先利用の
対象となる子どもについて利用調整を行う。具体的な仕組みは検討。

③ 措置による利用
契約による利用が著しく困難と判断した場合には、市町村が措置による入所・利用を行うこととし、

その仕組みを検討する。（再掲）
※ 虐待予防の観点から保育の利用が必要と判断される場合など

（３）地域子育て支援事業（仮称）
○ 市町村は、すべての子ども・子育て家庭を対象に、地域のニーズを踏まえ、地域子育て支援事業（仮
称）を実施。その一環として、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業など虐待予防等の支援に資す
る事業を実施。

○ 地域子育て支援事業（仮称）についても、市町村新システム事業計画（仮称）で需要の見込み、見込
量の確保策を立て、計画的に事業を実施。（再掲）

（４）市町村と都道府県との連携
○ 市町村と都道府県の相互の連携について市町村新システム事業計画（仮称）、都道府県新システム事
業支援計画（仮称）に位置づけることを検討する。（再掲）
→市町村が行う新システムの給付・事業と都道府県が行う専門性が高い施策との連携を確保

○ 都道府県は、児童相談所等の専門機関による支援、現行の措置制度の運営などを引き続き担いつつ、広
域的・専門的な立場から、市町村の新システムの給付・事業の運営を支援する。
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Ⅵ．子ども・子育て包括交付金（仮称）
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○ 国から市町村に対し、市町村新システム事業計画（仮称）に盛り込まれた給付・事業の実施
に必要な費用を包括的に交付するものとして、子ども・子育て包括交付金（仮称）を検討す
る。
※ 交付金の対象となる給付・事業の範囲については、新システムの給付・事業の制度設計に加え、既存
の財政措置との関係などを踏まえて、今後検討。
※ 対象となる給付・事業に区分を設けることの是非については、当該給付・事業の性質（義務的経費
・裁量的経費）等や市町村の自由度を高める制度改正の趣旨も踏まえ今後検討。

※ 子ども・子育て包括交付金（仮称）と地域自主戦略交付金との関係について、今後検討する。

○ 市町村における会計
→ 国からの交付金は、子ども・子育てのために使われるものであるため一般会計での対応を
基本とする。あわせて、子ども・子育てに使われたことが確認できる仕組みを今後検討。

○ 国における会計（子ども・子育て勘定（仮称））
→ 費用負担の検討に応じ、区分経理の必要性を検討。

※ 子ども・子育て会議（仮称）によるチェックなど、関係当事者の参画による運営の透明性の確保を
前提。

子ども・子育て包括交付金（仮称）等

51



子ども・子育て包括交付金（仮称）

○ 現在は、個々の事業・施策ごとに国庫補助等が行われている。負担割合も個々に設定。
個々の事業等の間の融通もきかない仕組みであり、国からの財源保障も様々。

○ 新システムにおいては、これらの国庫補助等の仕組みを一体化し、市町村が新システムの
実施に要する費用を包括的に交付する仕組みとする。

（現行）

一般会計 特別会計

地方国

<Ａ事業>

国 地方

国

地
方

国 地方

<Ｂ事業>

国 地方

<Ｃ事業> <Ｄ事業>

Ｃ交付金Ｂ補助金Ａ負担金
企
業

（子ども・子育て新システム）

一般会計 特別会計

<子ども・子育て支援事業>

国

地
方

企
業

子ども・子育て包括交付金（仮称）

子ども・子育て包括交付金（仮称） 地方

国 地方

<Ｅ事業>

Ｄ補助金 Ｅ補助金
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※ 対象となる給付・事業に区分を設けることの是非については、当該給付・事業の性質（義務的経費・裁量的経費）等や市町村の自
由度を高める制度改正の趣旨も踏まえ今後検討。



Ⅶ．子ども・子育て会議（仮称）
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○ 有識者、地方公共団体、労使代表を含む負担者、子育て当事者、関係団体、ＮＰＯ等の
子育て支援当事者等が、子育て支援施策のプロセス等に参画・関与できる仕組みとして、国
に子ども・子育て会議（仮称）を設置
＜考えられる機能＞
・国の基本指針（仮称）（地方自治体の計画策定の指針等）その他の重要方針の審議
・新システムの対象となる施策のあり方についての審議
・各年度の事業方針の審議、費用の使途実績、事業の効果等の点検・評価 など

○ 地方にも、関係当事者が新システムの運営に参画する仕組み（例：地方版子ども・子育て
会議）を設けることと具体的な方策について今後検討

子ども・子育て会議（仮称）= 関係当事者が主体的に子ども・子育て支援施策にかかわる、新たな行政運営の仕組み
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Ⅷ．費用負担
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○ 基本制度案要綱においては、「社会全体（国・地方・事業主・個人）による費用負担」と
記載されている。

○ 新システムの施策については、給付等に応じて、税制抜本改革による財源確保を前提とし、
公費を中心に負担することとし、具体的な負担のあり方については、今後検討する（なお、
基本制度案要綱に記載された事業主拠出については、現行制度も参考に、事業主拠出の対象
範囲の明確化や事業主の意見が使途等に反映等される仕組みの必要性も踏まえて、今後検
討）。

○ 新システムにおける利用者負担については、新システムが、「保護者の子育てについての
第一義的責任」を前提としつつ、「社会全体で子ども・子育てを支援する」ものであること
を踏まえ、施設と利用者の適切な利用関係の確保に資するよう、低所得者に一定の配慮を行
いつつ、利用者に一定の負担を求めることとし、その具体的なあり方については、今後検討
する。

○ その際、すべての子どもに質の確保された学校教育・保育を保障するとの考え方を踏まえ
て定める。

○ 既存の財政措置との関係について、今後検討し、その結果に応じて、適切な制度設計を行
う。

費用負担
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○ 子ども・子育てビジョンによれば現物給付の量的拡大が継続するため、平成29年度まで給付総額は増加するが、
平成30年度以降児童人口の減少を反映して給付総額は減少していく。

＜費用区分別＞

Ｈ22年度
約6.1兆円

（単位：億円）

(23.5%)

(1.1%)

(0.8%)

(0.6%)

(1.2%)

(1.2%) (2.1%)

(40.9%) (7.9%) (1.7%)(5.9%) (10.7%)

(10.5%)

(1.2%)

(0.4%)

(4.9%)

(0.2%)

(1.8%)

(0.2%)
(42.1%)

(1.2%)

(6.9%)

(5.3%) (7.2%)

(26.1%)

(0.8%)

(4.9%)

(1.8%) (0.5%)

(4.9%)

(5.1%)

(39.2%)

(1.2%)

(6.8%)

(9.8%)

(1.3%)

(27.2%)

(1.9%) (0.6%)

(1.8%)

(1.5%)

(1.8%)

(4.7%)

(37.6%)

(1.2%)

(6.7%)

(6.6%)

(9.4%)

(27.6%)

(1.9%)

(0.8%) (1.8%)

(1.4%) (0.8%)

(37.1%)

(5.6%) (6.5%)

(1.3%)

(9.2%)

(4.6%)

※ H22年度の子ども手当の額は10月分であり、児童手当2月分を含んでいる。
※ 上記はGDPによる変動を反映していない。

Ｈ25年度
約6.7兆円

Ｈ26年度
約6.7兆円

Ｈ29年度
約6.8兆円

Ｈ35年度
約6.4兆円

Ｈ23年度
約6.5兆円

(1.3%)

(1.6%)

(0.5%) (2.0%)

(39.8%)

(1.2%)

(25.5%)(9.9%)

(22.6%)

(1.8%)(0.8%)

(5.5%)

Ｈ27年度
約6.7兆円

(40.6%) (5.7%) (10.0%) (24.7%)
(1.8%)

(5.7%)

(1.3%)

(5.7%)

(5.9%)

(1.8%)

(1.8%)(1.9%)

現金給付＋現物給付の年次推移（量的拡充）：子ども手当1.3万円ベース
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＜費用区分別＞

Ｈ22年度
約2.1兆円

（単位：億円）

(3.4%)

(1.2%)

(0.5%)(1.6%)

(68.5%) (6.1%)

(2.1%)

(13.7%)

(4.9%)

(16.3%)(67.3%) (3.7%)

(5.0%)

(5.0%) (13.5%)

(15.0%)

(2.2%)

(3.7%)

(4.8%) (13.0%)

(1.5%)

(1.5%)

(4.4%)(68.7%)

(3.6%)

(4.8%)

(2.0%)

(4.5%)

(4.8%)

(2.1%)

(68.9%) (4.5%)

Ｈ25年度
約2.4兆円

Ｈ26年度
約2.4兆円

Ｈ29年度
約2.7兆円

Ｈ35年度
約2.6兆円

Ｈ23年度
約2.2兆円

(1.6%)

(5.8%)

(0.5%)

(69.5%)

(2.2%)

(5.0%)

(4.8%)

(1.4%)

Ｈ27年度
約2.5兆円

(69.4%) (3.5%) (4.9%)

(3.4%)

(5.2%)

(69.9%)

(3.6%)

(11.9%)

(11.6%)(4.5%)

現物給付の年次推移（量的拡充）

○ こども園給付（仮称）、放課後児童クラブ、一時預かり等は、子ども・子育てビジョンによれば、平成29年度まで増
加が続く。

58※ 上記はGDPによる変動を反映していない。



【主な内容】

■ 保育、放課後児童クラブ、地域子育て支援、社会的養護等の量的拡充 ※子ども・子育てビジョンベース

■ ０～２歳児保育の体制強化による待機児童の解消
・ 現在の幼稚園の０～２歳児保育への参入の促進
・ 小規模保育など新たなサービス類型を創設
・ 長時間の保育ニーズへの対応・延長保育の充実 等

■ 質の高い学校教育・保育の実現（幼保一体化の推進）
・ ３歳児を中心とした配置基準の改善
・ 病児･病後児保育、休日保育の充実
・ 地域支援や療育支援の充実
・ 給付の一体化に伴う所要の措置 等

■ 総合的な子育て支援の充実
・ 子育て支援コーディネーターによる利用支援の充実 等

■ 放課後児童クラブの充実
■ 社会的養護の充実

新システムの実施に向けた考え方

○ 潜在ニーズを含む保育等の量的拡充は、最優先で実施すべき喫緊の課題。

○ これと併せて、職員配置の充実など必要な事項について、子ども・子育て新システムの制度の実施
のため、財源を確保しながら、実施。

（追加所要額）

１兆円超
（２０１５年）

※１ 上記のほか、更なる質の向上のため、職員の処遇の更なる改善、長時間の保育ニーズへの更なる対応等に取り組む。

※２ 「社会保障・税一体改革成案」（平成２３年６月３０日 政府・与党社会保障改革検討本部決定）においては、税制抜本改革によって財源を措置することを前提に、
2015年における子ども・子育て分野の追加所要額（公費）は0.7兆円程度（税制抜本改革以外の財源も含めて1兆円超程度の措置を今後検討）とされた。

※３ 基本制度案要綱では「社会全体（国・地方・事業主・本人）による費用負担」と記載。新システムの施策については、給付等に応じて、税制抜本改革による財源
確保を前提とし、公費を中心に負担することとし、具体的な負担の在り方については今後検討（なお、基本制度案要綱に記載された事業主拠出については、現行
制度も参考に、事業主拠出の対象範囲の明確化や事業主の意見が使途等に反映等される仕組みの必要性も踏まえて、今後検討）。（Ｐ．５６参照）

※４ 上記の追加所要額には、施設整備費は含まない。（なお、幼稚園における調理室の新設や緊急的な基盤整備（耐震化を含む）等に係る施設整備費補助につい
ては引き続き実施する。）

※５ 指定制の導入による保育等への多様な事業主体の参入を促進。（質を確保するための基準とあわせて質の改善を図る。）
※６ 質の改善に直接つながる職員配置の充実、その他の職員の処遇改善等については、順次、優先順位をつけながら、実現を図る。

※７ 職員の定着・確保を図るため、キャリアアップの仕組みと併せた処遇の仕組みを検討することが必要。その際、職員のキャリアアップに資する観点から、幅広い
業務経験を可能とするための運営のあり方についても検討を進める。

（注） ここで言う「学校教育」とは、学校教育法に位置付けられる小学校就学前の子どもを対象とする教育（幼児期の学校教育）を言い、「保育」とは児童福祉法に位置付けられる乳幼児
を対象とした保育を言う。 59



Ⅸ ．その他

60



○ 新システムを一元的に実施する子ども家庭省（仮称）の創設に向けて検討する。

○ なお、国及び地方における実施体制の一元化については、新システムに係る給付の仕組み
全般、ＰＤＣＡサイクルの在り方等に係る議論を踏まえ、検討する。

○ 基本制度案要綱では、子ども・子育て新システムの内容として「ワーク･ライフ･バランス
の実現」を掲げている。

○ 今後新システム上どのように位置づけるか検討を進める。
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ワーク･ライフ･バランス



参考資料
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平成１６～
１７年度

これまでの幼児教育の振興及び次世代育成支援改革の流れ

○中央教育審議会
答申
（平成17年1月）

・幼児教育は、保育所等で
行われる教育も含む幼児
が生活するすべての場に
おいて行われる教育
・家庭・地域社会・幼稚園
等施設の三者による総合
的な幼児教育の推進
・発達や学びの連続性を
踏まえた幼児教育の充実
（幼小の連携・接続）

○中央教育審議会
幼児教育部会と
社会保障審議会
児童部会の合同
の検討会議
（平成16年12月）

・幼児教育の観点と
次世代育成支援の観点
から検討
・親の就労事情等にかかわ
らず、幼児教育・保育の
機会を提供することが
基本
・加えて、子育て家庭への
相談、助言、支援や、
親子の交流の場を提供
することが重要

○中央教育審議会
答申
（平成17年1月）

・幼児教育は、保育所等で
行われる教育も含む幼児
が生活するすべての場に
おいて行われる教育
・家庭・地域社会・幼稚園
等施設の三者による総合
的な幼児教育の推進
・発達や学びの連続性を
踏まえた幼児教育の充実
（幼小の連携・接続）

○中央教育審議会
幼児教育部会と
社会保障審議会
児童部会の合同
の検討会議
（平成16年12月）

・幼児教育の観点と
次世代育成支援の観点
から検討
・親の就労事情等にかかわ
らず、幼児教育・保育の
機会を提供することが
基本
・加えて、子育て家庭への
相談、助言、支援や、
親子の交流の場を提供
することが重要

平成２１年度

○子ども・子育てビジョン
（平成22年1月）

・保育所の待機児童を一刻も
早く解消するため、既存の
社会資源を最大限に有効活
用することなどにより、サ
ービスを拡充するとともに、
すべての子どもがどこに
生まれても質の確保された
幼児教育や保育が受けられ
るよう、幼児教育、保育の
総合的な提供（幼保一体化）
を含めて、子どもや子育て
家庭の視点に立った制度
改革を進めます。

○子ども・子育て新システ
ムの基本制度案要綱
（平成22年６月）

・幼稚園・保育所・認定こど
も園の垣根を取り払い新た
な指針に基づき、幼児教育
と保育をともに提供するこ
ども園（仮称）に一体化。
・こども園（仮称）につい
ては、「幼保一体給付（
仮称）」の対象。
・幼稚園教育要領と保育所保
育指針を統合し、新たな指
針（こども指針（仮称））
を創設。
・資格の共通化を始めとした
機能の一体化を推進。
・多様な事業主体の参入。

○子ども・子育てビジョン
（平成22年1月）

・保育所の待機児童を一刻も
早く解消するため、既存の
社会資源を最大限に有効活
用することなどにより、サ
ービスを拡充するとともに、
すべての子どもがどこに
生まれても質の確保された
幼児教育や保育が受けられ
るよう、幼児教育、保育の
総合的な提供（幼保一体化）
を含めて、子どもや子育て
家庭の視点に立った制度
改革を進めます。

○子ども・子育て新システ
ムの基本制度案要綱
（平成22年６月）

・幼稚園・保育所・認定こど
も園の垣根を取り払い新た
な指針に基づき、幼児教育
と保育をともに提供するこ
ども園（仮称）に一体化。
・こども園（仮称）につい
ては、「幼保一体給付（
仮称）」の対象。
・幼稚園教育要領と保育所保
育指針を統合し、新たな指
針（こども指針（仮称））
を創設。
・資格の共通化を始めとした
機能の一体化を推進。
・多様な事業主体の参入。

幼
児
教
育
の
振
興

次
世
代
育
成
支
援
改
革

○学校教育法の改正
（平成19年6月）

・子どもが最初に入学する
学校として、幼稚園を最
初に規定
・幼稚園は義務教育及びその
後の教育の基礎を培うもの
であることを明確化
・家庭及び地域の幼児教育
支援に関する規定を新設

○認定こども園
制度の創設
（平成18年10月）

・親の就労にかかわらず、
すべての子どもに質の高い
幼児教育、保育、子育て
支援を総合的に提供

○認定こども園制度の
在り方に関する検討会
（平成21年3月）

・財政支援の充実及び二重行政の
解消
・保育制度改革の方向性を踏まえ、
今後、具体的な制度的検討を推進
・法施行後５年を経過した場合に
検討を行う旨が規定されている
が、保育制度改革に係る検討に
あわせて必要な見直しを実施

○これまでの議論の整理
（平成21年12月）

・育児休業～保育～放課後対策へ
の切れ目ないサービス保障
・すべての子育て家庭への支援
・利用者（子ども）中心
・潜在需要の顕在化及び量的拡大
・多様な利用者ニーズへの対応
・地域の実情に応じたサービス提供
・安定的・経済的に費用確保

○第１次報告
（平成21年2月）

・保育制度改革
・すべての子育て家庭に
対する支援
・情報公表・評価の仕組み
・財源・費用負担

平成１８～２０年度

○幼稚園教育要領の改訂
（平成20年3月）

・幼稚園教育と小学校教育
との連携・接続
・家庭・地域との連続性、
連携・支援
（保育所保育指針も幼稚園
教育要領と整合性を図り、
改訂）

○教育基本法の改正
（平成18年12月）

・「幼児期の教育」は、生涯
における人格形成の基礎を
培う重要なものであること
を新たに規定
（保育所等における教育を含む）

・幼稚園から大学までの体系
的・組織的教育の確保

○社会保障審議会
少子化対策特別
部会の設置
（平成19年12月～）
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基本理念の転換
（子どもと子育てを応援する社会）

バランスのとれた
総合的な子育て支援

待機児童の解消等に
向けた明確な数値目標

（５年後の姿）

「男性の育児参加」を重視

「企業の取組」を促進

「地域の子育て力」を重視

○子どもが主人公（チルドレン・ファースト）
○「少子化対策」から「子ども・子育て支援」へ
○生活と仕事と子育ての調和（M字カーブを台形型へ）

家族や親が子育てを担う
≪個人に過重な負担≫

社会全体で子育てを支える
≪個人の希望の実現≫

・子ども手当の創設

・高校の実質無償化

・児童扶養手当を父子家庭にも支給

・生活保護の母子加算

・待機児童の解消に向けた保育や放課後
対策の充実
・幼保一体化を含む新たな次世代育成
支援のための包括的・一体的な制度
の構築に向けた検討

○潜在的な保育ニーズに対応した保育サービスの拡充

○放課後児童クラブの充実（主に小学校１～３年）

〔現状〕 3歳未満児の ４人に１人（24％） 〔H26〕 3歳未満児の ３人に１人（35％）
3歳未満児 ： 75万人
全体 ： 215万人

〔現状〕 ５人に１人（81万人） 〔H26〕 ３人に１人（111万人）

○男性の育児休業取得を促進

〔現状〕 男性育児休業取得率 １．２３％ 〔H29〕 １０％

○男性の育児参加を促進

〔現状〕
６歳未満の子どもをもつ

男性の育児・家事時間 〔H29〕 １日 ２時間３０分１日 ６０分

○次世代認定マーク（くるみん）の取得促進（652企業⇒ 2,000企業）
○入札手続き等における対応の検討（企業努力の反映などインセンティブ付与）

○すべての中学校区に地域子育て支援拠点を整備（7,100か所⇒ 10,000か所）
○商店街の空き店舗や学校の余裕教室･幼稚園の活用

「子ども・子育てビジョン」

≪子育て家庭等への支援≫ ≪保育サービス等の基盤整備≫

3歳未満児 ： 102万人
全体 ： 241万人

＜保育サービスを受けている子どもの割合＞

※年５万人の増

＊参考指標

＊参考指標
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主 な 数 値 目 標 等

○地域子育て支援拠点事業

○ファミリー・サポート・センター事業

○一時預かり事業（延べ日数）

○商店街の空き店舗の活用による子育て支援

7100か所

570市町村

348万日

49か所

⇒

⇒

⇒

⇒

10000か所

950市町村

3952万日

100か所

○週労働時間60時間以上の雇用者の割合

○男性の育児休業取得率

○6歳未満の子どもをもつ男性の育児･家事

関連時間（1日当たり）

10％

1.23％

60分

⇒

⇒

⇒

半減（H29）

10％（H29）

2時間30分（H29）

〔現状〕 〔H26目標値〕

21.2床

55都道府県市

⇒

⇒

25～30床

全都道府県･指定都市･中核市

○NICU（新生児集中治療管理室）病床数

○不妊専門相談センター

安心できる
妊娠と出産

潜在的な保育ニーズにも対応した
保育所待機児童の解消

○里親等委託率

○児童養護施設等における小規模グループケア

10.4％

446か所

⇒

⇒

16％

800か所

社会的養護の充実

地域の子育て力
の向上

〔現状〕 〔H26目標値〕

男性の育児参加
の促進

〔現状〕 〔H26目標値〕

○第１子出産前後の女性の継続就業率

○次世代認定マーク（くるみん）取得企業数

38％

652企業

⇒

⇒

55％（H29）

2000企業

子育てしやすい
働き方と企業の取組

○平日昼間の保育サービス（認可保育所等）
（3歳未満児の保育サービス利用率）

○延長等の保育サービス

○病児・病後児保育（延べ日数）

○認定こども園

○放課後児童クラブ

215万人

79万人

31万日

358か所

81万人

⇒

⇒

⇒

⇒

⇒

241万人

96万人

200万日

2000か所以上（H24）

111万人

（75万人（24％））（102万人（35％））

（市町村単独分含む）

〔現状〕 〔H26目標値〕

〔現状〕 〔H26目標値〕

〔現状〕 〔H26目標値〕

＊参考指標

＊参考指標

＊参考指標

＊参考指標

（出生１万人当たり）
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社会保障改革の推進について 平成22年12月14日
閣議決定

社会保障改革については、以下に掲げる基本方針に沿って行うものとする。

１．社会保障改革に係る基本方針

○少子高齢化が進む中、国民の安心を実現するためには、「社会保障の機能強化」とそれを支える「財政の健全
化」を同時に達成することが不可欠であり、それが国民生活の安定や雇用・消費の拡大を通じて、経済成長に
つながっていく。

○このための改革の基本的方向については、民主党「税と社会保障の抜本改革調査会中間整理」や、「社会保
障改革に関する有識者検討会報告～安心と活力への社会保障ビジョン～」において示されている。

○政府・与党においては、それらの内容を尊重し、社会保障の安定・強化のための具体的な制度改革案とその
必要財源を明らかにするとともに、必要財源の安定的確保と財政健全化を同時に達成するための税制改革に
ついて一体的に検討を進め、その実現に向けた工程表とあわせ、２３年半ばまでに成案を得、国民的な合意を得
た上でその実現を図る。また、優先的に取り組むべき子ども子育て対策・若者支援対策として、子ども手当法案、
子ども・子育て新システム法案（仮称）及び求職者支援法案（仮称）の早期提出に向け、検討を急ぐ。

○上記改革の実現のためには、立場を超えた幅広い議論の上に立った国民の理解と協力が必要であり、そのた
めの場として、超党派による常設の会議を設置することも含め、素直に、かつ胸襟を開いて野党各党に社会保
障改革のための協議を提案し、参加を呼び掛ける。

２．社会保障・税に関わる番号制度について

○社会保障・税に関わる番号制度については、幅広く国民運動を展開し、国民にとって利便性の高い社会が実
現できるように、国民の理解を得ながら推進することが重要である。

○このための基本的方向については、社会保障・税に関わる番号制度に関する実務検討会「中間整理」におい
て示されており、今後、来年１月を目途に基本方針をとりまとめ、さらに国民的な議論を経て、来秋以降、可能
な限り早期に関連法案を国会に提出できるよう取り組むものとする。
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「子ども・子育て新システム検討会議」

【共同議長】玄葉 光一郎 国家戦略担当大臣
与謝野 馨 内閣府特命担当大臣（少子化対策）
枝野 幸男 内閣府特命担当大臣（行政刷新）

【構成員】 片山 善博 総務大臣
野田 佳彦 財務大臣
髙木 義明 文部科学大臣
細川 律夫 厚生労働大臣
海江田 万里 経済産業大臣

内閣官房副長官（政務）

「作業グループ」
【主 査】 末松 義規 内閣府副大臣（少子化対策）

【構成員】 逢坂 誠二 総務大臣政務官
吉田 泉 財務大臣政務官
林 久美子 文部科学大臣政務官
小宮山洋子 厚生労働副大臣
田嶋 要 経済産業大臣政務官
阿久津幸彦 内閣府大臣政務官（国家戦略担当）

「子ども・子育て新システム検討会議事務局」

【事務局長】

内閣府副大臣（少子化対策）

【事務局長代理】

関係府省の局長クラスから事務局長が指名

【事務局次長】

関係府省の審議官クラスから事務局長が指名

【事務局員】

関係府省の職員から事務局長が指名

子ども・子育て新システム検討会議体制図

少子化社会対策会議 行政刷新会議

こども指針（仮称）ワーキングチーム幼保一体化ワーキングチーム基本制度ワーキングチーム

※全閣僚で構成
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基本制度・幼保一体化・こども指針（仮称）ワーキングチームの設置

• 子ども・子育て新システムの検討
に当たって、子ども・子育て新シ
ステムの全体像や子ども・子育
て会議（仮称）の運営の在り方等
について、関係者と意見交換等
を行う

• 「子ども・子育て会議（仮称）」へ
の移行も視野に入れて開催

• 「幼保一体化ワーキングチーム」
及び「こども指針（仮称）ワーキン
グチーム」における検討状況に
ついて、必要に応じて、報告を受
ける

（平成22年9月16日子ども・子育て新システム検討会議作業グループ決定）

• こども園（仮称）の機能の
在り方など、幼保一体化の
具体的な仕組みを専門的に
検討する

• 本ワーキングチームにおけ
る検討状況については、必
要に応じて、「基本制度
ワーキングチーム」に報告
する

• 専門的検討が必要であり、ま
た期間を要する「こども指針
（仮称）」について、先行して議
論を開始する

• 本ワーキングチームにおける
検討状況については、必要に
応じて、「基本制度ワーキング
チーム」に報告する

基本制度WT 幼保一体化WT こども指針（仮称）WT

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ

子ども・子育て新システム検討会議作業グループ（副大臣、政務官級会合）の下に、
以下の３つのワーキングチームを設置。

【開催実績】
１４回開催

【開催実績】
９回開催

【開催実績】
６回開催 68



◎末松 義規 内閣府副大臣
秋田 喜代美 東京大学大学院教育学研究科教授

池田 多津美 全国国公立幼稚園長会会長
○大日向 雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授

岡本 直美 日本労働組合総連合会会長代行
奥山 千鶴子 ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会理事長

尾﨑 正直 全国知事会子ども手当・子育て支援プ

ロジェクトチームリーダー、高知県知事
菊池 繁信 全国保育協議会副会長
倉田 薫 全国市長会社会文教委員長、

大阪府池田市長
駒村 康平 慶応義塾大学経済学部教授
坂﨑 隆浩 日本保育協会理事
髙尾 剛正 日本経済団体連合会少子化対策

委員会企画部会長
田中 常雅 東京商工会議所人口政策委員会

共同委員長
田中 啓 静岡文化芸術大学文化政策学部

教授
中島 圭子 日本労働組合総連合会総合政策局長

北條 泰雅 全日本私立幼稚園連合会副会長
宮島 香澄 日本テレビ放送網解説委員
○無藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授
両角 道代 明治学院大学法学部教授
山縣 文治 大阪市立大学生活科学部教授
山口 洋 日本こども育成協議会副会長
渡邊 廣吉 全国町村会常任理事、新潟県聖籠

町長

「幼保一体化ワーキングチーム」の構成員「基本制度ワーキングチーム」の構成員

秋田 喜代美 東京大学大学院教育学研究科教授

入谷 幸二 全日本私立幼稚園連合会政策委
員会委員長

大橋 由美子 全国国公立幼稚園長会副会長

◎大日向雅美 恵泉女学園大学大学院平和学研究科教授

尾﨑 正直 全国知事会子ども手当・子育て支援プ
ロジェクトチームリーダー、高知県知事

小田 豊 独立行政法人国立特別支援教育
総合研究所理事長

柏女 霊峰 淑徳大学総合福祉学部教授
金山 美和子 ＮＰＯ法人マミーズ・ネット理事・長

野県短期大学講師
清原 慶子 東京都三鷹市長
木幡 美子 フジテレビジョンアナウンサー
佐久間 貴子 ベネッセスタイルケアチャイルドケ

ア事業部長
佐藤 秀樹 全国保育協議会副会長
菅原 良次 全国私立保育園連盟常務理事
中島 圭子 日本労働組合総連合会総合政策

局長
普光院 亜紀 保育園を考える親の会代表
古渡 一秀 ＮＰＯ法人全国認定こども園協会

副代表理事
○無藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授
山縣 文治 大阪市立大学生活科学部教授
山口 洋 日本こども育成協議会副会長
渡邊 廣吉 全国町村会常任理事・新潟県聖

籠町長

「こども指針（仮称）ワーキングチーム」の構成員

○秋田 喜代美 東京大学大学院教育学研究科教授

荒木 尚子 全国国公立幼稚園長会副会長
池 節子 栃木県家庭教育オピニオンリー

ダー連合会顧問
岡上 直子 全国幼児教育研究協会副理事長

小田 豊 独立行政法人国立特別支援教
育総合研究所理事長

島田 教明 日本保育協会保育問題検討委
員会委員

竹下 美穂 保育園を考える親の会会員
田中 雅道 全日本私立幼稚園幼児教育研

究機構理事長
藤森 平司 全国私立保育園連盟保育・子育

て総合研究機構研究企画委員

松田 妙子 ＮＰＯ法人子育てひろば全国連
絡協議会理事

御園 愛子 全国保育士会顧問
◎無藤 隆 白梅学園大学子ども学部教授
山縣 文治 大阪市立大学生活科学部教授
若盛 正城 ＮＰＯ法人全国認定こども園協

会代表理事
渡辺 英則 全国認定こども園連絡協議会

副会長

※構成員であった大場 幸夫 大妻女子大学学
長は、平成２３年５月にご逝去

各ワーキングチーム構成員
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・ ０～２歳児保育の量的拡充・
体制強化等（待機児童の解消）

・ 質の高い学校教育・保育
の実現（幼保一体化の実現）

・ 総合的な子育て支援（家庭や
地域における養育の支援）の充実

・ 放課後児童クラブの拡充

・ 社会的養護の充実

放課後児童クラブの利用児童数
2010年 81万人→2014年 111万人

３歳未満児の保育の利用率
2010年 23％→2014年 35%(2017年 44％)

新システム具体案を早
期にとりまとめ

税制抜本改革とともに、
早急に法案提出

○ 女性の就業率の向上 ☆
○ 保育等の従業者の増加 ☆

社会保障改革の具体策、工程及び費用試算社会保障改革の具体策、工程及び費用試算
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Ⅰ

子
ど
も
・
子
育
て

充実計
（2015年）

重点化・効率化計
（2015年）

０．７兆円程度子ども
子育て
計

０．７兆円程度 １兆円超程度
－

「☆」成長戦略に特に関係が深い項目

０．７兆円程度 １兆円超程度

※ 税制抜本改革
以外の財源も
含めて
１兆円超程度
の措置を
今後検討

※ 左記の措置に
係る所要額に
ついては、
新システムの
検討において
今後検討

※ 税制抜本改革以外の財源も含めて
１兆円超程度の措置を今後検討

※ 税制抜本改革以外の
財源も含めて１兆円
超程度の措置を今後
検討

※ 左記の措置に係る
所要額については、
新システムの検討
において今後検討

・ 指定制の導入による保育等への
多様な事業主体の参入促進 ☆
質を確保するための基準と併せて
質の改善を図る

・ 幼稚園などの既存施設の有効活用
や、小規模保育、家庭的保育などの
多様な保育の推進

・ 国及び地方における実施体制の
一元化

（「子ども家庭省（仮称）」の創設等）

女性（25～44歳）の就業率
2009年 66％ → 2020年 73％

・ 制度・財源・給付について
包括的・一元的な制度を構築

所要額（公費）
２０１５年

充実
（金額は公費（2015年））

重点化・効率化
（金額は公費（2015年））

所要額（公費）
２０２５年工程A B C D E

○ 子ども・子育て新システムの制度実施等に伴う地域の実情に応じた
保育等の量的拡充、幼保一体化などの機能強化

「社会保障・税一体改革成案」
（平成23年6月30日 政府・与党社会保
障改革検討本部決定）より抜粋


